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都立小中高一貫教育校教育内容等検討委員会（第３回） 

会議要旨 
 

 

１ 日  時  平成２８年７月２９日（金）１６：００～１８：００ 

 

２ 会  場  東京都庁第二本庁舎３１階 ２６会議室 

 

３ 出 席 者  松本委員長、伊東副委員長、小澤委員、角屋委員、酒井委員、 

中村委員、井土委員、清水委員、信岡委員、山口委員、渡邊委員、 

初宿委員、粉川委員、出張委員 

 

４ 議事概要 

（１）都立小中高一貫教育校に係るこれまでの検討について 

（２）入学者決定について 

（３）在校生の進学及び他校からの募集の考え方について 

（４）帰国及び外国人児童・生徒の受入れ及び転学・編入学について 

（５）施設・整備等について 

事務局から資料説明後、意見交換 

 

▽ 入学者決定について 

○ 何らかの選考は必要である。様々な子供が入学するという公立学校の理念を残

すのであれば、抽選を実施することは非常に大事なことである。 

▽ 応募資格について 

○ 通学時間１時間は、かなり遠いのではないか。 

○ 日常的な通学時間帯に、小学校１年生がどのくらいのストレスを受けるのか、

その指標を入れることを希望する。 

○ 通学区域を限定することについては、児童の安全と健康を最優先したことを明

確に打ち出せばよい。 

○ 東京都としてやっている以上、東京都民がみんな公平に通学することができる

ことを、できるだけ担保したい気持ちは分かる。しかし、それによって犠牲が生

じる部分もある。 

▽ 在校生の進学及び他校からの募集の考え方について 

○ 緊張感を持って学習し続けるように、進学を決定する何らかの方法が必要であ

る。 

○ 原則として、中等教育学校（前期課程）に進学させるが、何らかの理由で進学

できない場合もあると思う。 
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▽ 帰国及び外国人児童・生徒の受入れについて 

○ ３年生から４０人学級となるのであれば、帰国・外国人児童・生徒を３年生か

ら受け入れることも考えられる。 

○ 国籍は日本ではないが、日本語が堪
たん

能な子もいる。 

○ 外国人の受入れと教育理念が、不整合を起こしている。 

○ 海外の人を受け入れればグローバル化された人材になるのかと言ったら、その

ようなデータはほとんどない。むしろ生徒に確たるものを持たせた方が良い。 

○ 学校として外国人の受入れを前提とするならば、当然、当初から外国人が在籍

し、帰国生もいると思う。そのための受入れ体制は整えなければならない。 

○ 外国人を入学させる場合、日本語で授業を受けることに差し障りがないか確認

した方がよい。 

▽ 転学・編入学について 

○ 海外赴任期間の多くは３年である。海外のインターナショナル・スクールへの

通学年数は、学習理解の点では２年よりは３年が良い。しかし、３年ぐらい経つ

と、元の学校に戻らないケースも多くなる。 

○ 小学校の転学・編入学の期限を設けないことは、大変ユニークである。しかし、

帰ってきた子供の状況によるが、その子供のケアに相当な手立てが必要である。 

▽ 施設・整備等について 

○ 中等教育学校と小学校との連絡通路は、信号付横断歩道ではなく、歩道橋や地

下道の方がよい。 

○ 低学年だけでもスクールバスを使うことを考えた方がよい。 

○ 曙グラウンドの一部を、中高のテニスコートとして残すなど検討してほしい。 
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都立小中高一貫教育校教育内容等検討委員会（第２回）における主な意見 

 
 

▽ 教育理念・教育方針・生徒の将来の姿について 

○ 現在の立川国際中等教育学校の教育理念を引き継いだ方が、今いる先生方にと

って働きやすいのではないか。 

○ 生涯学習社会と言われる中で、やはり自分で課題を見付けて学び続けるような、

自立という言葉につながるような、自らやっていくとかいうような言葉があれば、

現在の立川国際中等教育学校の教育方針を引き継いだ形になるかと思う。 

○ 共生する、つまり学年を超えた連携というようなものを打ち立てて、教育方針

に一つ入れておくと、校内がまとまり、日々の活動につながるはずである。 

○ 例えば、高校生が小学生のスチューデントアシスタントをする、あるいは下級

生が英語のできる子なら上級生を教えるなど、コミュニティとしてこの学校を育

てていくという発想があれば、社会的インパクトが出てくると思う。 

▽ 早期から一貫した英語教育の実施について 

○ 海外の日本人学校等では、１年生から英語の授業をやっているというケースを

よく見る。そういう時勢になってきたと感じる。 

○ 英語の能力を身に付けさせるという目標を掲げるなら、小３で週１時間という

のは少なすぎる。語学の能力は短い時間で身に付くものではない。どんな技能で

も大体毎日３時間というのは当然必要である。英語に関して、「毎日１時間もやら

ない」ということだと多分忘れてしまって、ほとんど定着が見られない。現状に

風穴を空けるような思い切ったバイリンガル教育にシフトするとか、何かそうい

うことをやらない限りは、何ら新しいことは生まれないと思う。 

○ 授業時間が週１とか週３で限られていることはよいとしても、例えば、総合的

な学習の時間のときにスカイプを活用して、インターナショナルスクールとディ

ベートをやるとか、課題学習を家に持ち帰って何かするとか、そういうことをき

っかけにして、能動的にかなりの時間に英語に触れる時間を確保するようなチャ

ンネルを用意しておかなければいけない。学校の時間だけで十分な英語の力が身

に付くというようなことは期待できないので、課外活動も含めた英語習得のデザ

インを考える必要がある。 

○ 学校のＩＣＴ環境が大事になるだろう。１クラス４０人で果たして効果的な英

語教育が成立するのか、ネイティブスピーカーをどれだけ常駐させるのかという

問題もある。英語教育を目玉にするのであれば、かなり大胆なことをしなければ

いけない。 

○ 国語も英語も両方重視する。「日本語もできていないうちに英語を教えるのか」

という主張もあるが、小学校入学段階で既に日本語能力は極めて高い。思考言語

としての日本語を、彼らは身に付けている。そのレベルまで英語の力を引き上げ

るためには、また６年ぐらいかかる。通常では、日本語で考えて英語で発信する

資料１ 
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が、英語で考えて英語で発信してみるなど、そういうふうに切り替えて初めて、

極めてバイリンガルに近くなってくる。 

○ 英語だけでも大変なのに、フランス語、ドイツ語まで導入すると負担が大きい

との議論があるが、それは正しくない。発想を変えて、多言語にチャンネルが開

くようにすれば、言語の多様性が身に付き、自由自在にスイッチできるようにな

る。 

○ 日本は伝統的に、「まず日本語をしっかりやってから英語」となっているために、

何ら抜本的な変化は起きてない。 

○ 月曜から金曜まで毎日、英語を１０分・１５分やるということは反復練習であ

り、１週間に１回よりは、はるかに効果がある。しかも短期集中で、朝の時間１

５分だけ、例えば「５分何か聞いて１０分話す」というようなことを毎日繰り返

したら、それは相当効果がある。 

○ とにかく繰り返し同じようなマテリアルで、日替わりではなくて、できる限り

同じものをきちんと自分のものにするまで反復練習させる。ただ、それを訓練で

はなく、楽しく、生徒が興味を持つようなアニメなどの題材を選んで、それを英

語で自然にやってみる。日本語ではこういうふうになるということを理解させて、

自分のものにさせていく。 

○ 小学生が高校生と会話をしてもいい。そういう英語を使うコミュニティにして

いくという考え方もある。 

○ 日常的にネイティブの方がいて、掃除もする、食事も一緒に食べる、勉強もす

るというような、いながらにして学校生活の中で英語を使用する環境があれば、

ありがたい。 

○ 小中高一貫の長い期間、同じ学校で預かるとなると、いわゆる英語嫌いにさせ

ずに、どのようにねらいのところまでもっていくかということが重要である。 

▽ 言語能力を向上させる授業の実施について 

○ 学校教育の中で、意図的に話すこと、聞くことのスキルを付けていかないと、

国語だからというだけの理由では、コミュニケーション能力は付かないのではな

いかと思う。 

○ コミュニケーション能力に偏ってしまうと、今、議論している思考力の方の言

語能力、つまり内言語が軽視されないか、少々危惧する。自分の中でじっくり考

えるというプロセスの言語能力というものを、例えば生徒の将来の姿に「高いコ

ミュニケーション力」とは書いてあるが、ここはむしろ「言語能力」として、論

理的な思考力を支える言語能力ということを含めたらよいと思う。 

▽ 課題発見・課題解決型の授業の重視について 

○ 今までの教え込む授業から大きく変えるということを特色とする。ただし、課題

探究型とか解決型という授業は教員が慣れていないので、教員研修を事前にして

おかないと、なかなかうまくいかないことが予想される。 
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▽ 効率的な教育課程の編成等について 

○ 英語の能力の育成を考えると、例えば留学を小学生段階、少し極論かもしれな

いが、まとまって生活の中で英語と関わる機会を、後に持ってくるのではなくて

前に持ってくるという発想もあるのではないか。海外に行くのが難しければ、英

会話で一日過ごすような施設が日本国内にもある。 

○ 小学校課程の場合は「体験」というキーワードがもう少し前面に出てもいいの

ではないかと思う。小学校段階では、ただ上の中学校の内容を下ろしてくるとい

うのではなくて、教育課程の工夫で生み出された時間で、小学生の場合は特に異

文化体験をすれば、将来にわたって大きな影響を与えていくと思う。そうした効

率的な活動ができるような時間の活用を少し考えてもいいのではないかと思う。 

○ 学習内容の先取りを行う前提として、先生方は子供の理解度を見つつ、分から

なければ分かるまで教え、それでも時間的な余裕が生み出されるような授業を行

わなければいけない。 

○ この教育課程だと、知的な部分が大部分を占めている感じがする。現在の立川

国際中等教育学校には、体育祭、文化祭、合唱祭など皆で力を合わせるという感

動（につながるもの）を学校活動の中に入れている。どのような人間をつくるか

というような人間味のある何かを入れてほしい。 



 

資料２ 



(1) 教育理念 

次代を担う児童・生徒一人一人の資質や能力を最大限に伸長させるととも

に、豊かな国際感覚を養い、世界で活躍し貢献できる人間を育成する 

 

(2) 教育方針 

本校の教育理念を踏まえ、特に以下の４点を教育方針として重視する 

○ 自ら課題を認識し、論理的に考え、判断し、行動できる力を育てる（立志） 

○ 国際社会で活用できる語学力を育み、言語能力を向上させる（共生） 

○ 日本人としての自覚と誇りを持ち、主体的に社会の形成に参画する態度を

養う（立志） 

○ 異学年との学習活動や地域連携、国際交流を通じて、多様な人々の文化

等を理解・尊重するとともに、協働して新しい価値を創造する態度を養う

（共生・感動） 

 

(3) 生徒の将来の姿 

○ 高い言語能力を活用して、世界の様々な人々と協働するとともに、論理的

な思考力を用いて、諸課題を解決し、様々な分野で活躍する人材 

・ 国際社会に貢献するリーダーを育成 

・ 特色ある教育活動 

 ① 教育理念 「立志の精神」「共生への行動」「感動の共有」 

 ② ６年一貫教育を通した幅広い教養教育 

③ 国際社会で活躍できる力を身に付けるための国際理解教育 

④ 自己実現に向けた体系的なキャリア教育と計画的な進路指導 

⑤ 第二外国語、海外大学進学に向けた選択教科 

都立小中高一貫教育校の教育理念等について 

 

◇ 新たに設置する都立小中高一貫教育校について（報告書 P.６から抜粋） 

 ・ １２年一貫教育を行う公立では全国初の学校 

 ・ 中高一貫教育校に、附属小学校を設置 

 ・ 対象となる中高一貫教育校は、新たに設定される教育理念等に改編する必要 

 

◇ 検討委員会（第２回）の検討結果を受けて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 想定される特色ある教育活動例 

・ １２年間あるいは６年間の一貫した教育活動を通した教養教育 

・ 早期からの英語教育や第二外国語の選択教科設定による語学習得 

・ 国際社会で活躍できる力を身に付けるための国際理解教育 

・ 自己実現に向けた体系的なキャリア教育と計画的な進路指導 

・ 異学年との学習活動や地域活動を通した豊かな人間性の醸成 

・ 生きる力の基盤となる豊富な体験活動 

・ 課題解決能力や論理的思考力を身に付けるための課題探究学習 

資料３ 



 

都立小中高一貫教育校の入学者決定について 

 

【基本構想検討委員会報告書】 

 ア 入学者決定の考え方 

   学校の理念の実現を目指し、選抜を実施して入学者を決定する 

 

 イ 目的・手段 

   ○ 心や年齢相応の発達状況等を確認することを目的とする 

  ○ 応募者本人の資質や能力を多様な観点から評価する 

  ○ 学力を問うものとはしない 

  ○ 抽選は実施すべきではない 

  ○ 本人と保護者との関わり等を確認する方法について検討が必要 

 

ウ 応募資格等 

  ○ 都内に住む幼児であれば誰でも応募を可能とする 

  ○ 児童生徒の通学の安全については十分な留意が必要 

  ○ 学校として通学時間の上限の目安を示す（1時間程度等） 

    それを超える場合は、保護者に確認を行う。 

 

 

【論点】 

 ① 実施方法（抽選の有無等） 

応募者が検査等を行える一定数を超えた場合は、抽選 

当選者に対して、適性検査を実施（一定数を超えない場合は、全員受検） 

   適性である児童が募集人数以上の場合は、抽選 

 ② 保護者との関わり 

   学校の趣旨を理解してもらうため、適性検査と併せて保護者との面接を実施 

 

 

 ③ 応募資格（遠距離通学者について） 

   通学の目安を提示（１時間程度） 

   その目安を超える場合は、保護者に確認 

 

 

＜参考＞ 

●学校教育法施行規則 第百十条 

２ 前項の場合において、公立の中等教育学校については、学力検査を行わない 

ものとする。 

●「中高一貫教育制度の導入に係る学校教育法等の一部改正について(H11.4.1施行)」

に係る附帯決議（衆議院文教委員会及び参議院文教・科学委員会）（抜粋） 

・ 中高一貫校がいわゆる「受験エリート校」化することがあってはならない。 

・ 受験競争の低年齢化を招くことのないよう、公立学校の場合には入学者の決定に

当たって学力試験は行わない。 

資料４ 



 

 

 

在校生の進学及び他校からの募集の考え方について 

 

 

【基本構想検討委員会報告書】 

 ア 在校生の進学の際の選考及び他校からの募集の考え方 

   ○ 12年間の途中段階において選考や募集を実施 

  ○ 学校制度の区切りの時期で選考や募集を実施 

  ○ 小学校と中学校の間の１回のみ実施 

 

イ 小学校第１学年から入学した児童が中学校段階へ進学する際の選考 

  ○ 中学校への進学の際に選考を実施することが必要 

  ○ 進学可能な定員は設けない 

  ○ 選考方法については、本人の日常の成績等を基に進学者を決定    

する方法による 

  ○ 可能な限り多くの児童が進学できるよう、小学校において学習 

    内容の習熟の程度に応じた指導を行うなど、きめ細かな対応が 

    必要 

 

 

【論点】 

① 中学校段階へ進学する際の選考方法 

   日常の成績を基に進学を決定 

   12 年間一貫した教育を行っているため、可能な限り全員が進学できるよう、きめ細

やかな対応が必要 

資料５ 



 

 

帰国及び外国人児童・生徒の受入れ及び転学・編入学について 

 

 

【都立高校改革推進計画新実施計画】 

  ○ 立川国際中等教育学校において、附属小学校を設置し、早い時期から    

帰国児童・生徒や外国人児童・生徒とともに学ぶなど、国際色豊かな学

習環境を整備します。  

 

【基本構想検討委員会報告書】 

  ○ 学校の教育活動全体を通して、日常的に国際共通語としての英語に囲

まれるとともに、児童・生徒自らも英語を活用できる環境を創出 

  ○ 学習においては、英語を母国語とする外国人等と交流できるなど、校

内の学びの国際化を図る。 

 

【東京都立中高一貫６年制学校 転学・編入学要項（H.21.5.26）】 

  ○ 都立中学校に在籍していた者で、転学又は退学した年度の月を基準と

して２年以内の間に、在籍していた都立中学校に転学又は編入学を希

望する者 

 

  

 

【論点】 

 ① 帰国及び外国人児童・生徒の受入れ方法 

 

      特別枠を設ける 

   小学校第１学年から受入れ 

   （どの学年からの受入れが望ましいか、今後も検討） 

 

 

 

 

 ② 転学・編入学について（在籍していた児童・生徒の転学・編入学） 

 

中等教育学校段階は、２年以内であれば転学・編入学を認める。 

   （他の都立中高一貫教育校と同様） 

   小学校段階は、期間を設けず、転学・編入学を認める。 
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都立小中高一貫教育校の施設・整備等について 

 

１ 考え方 

   都立小中高一貫教育校の施設・設備については、同校の教育理念等につい

ての検討結果を踏まえ、学校の特色を生かしながら 12 年間の体系的で一貫

した教育を効果的に展開できることを可能とする施設を整備していく。 

 

２ 施設の概況 

（１）敷地面積は、２３，７６７㎡である。 

（２）交通機関としては、JR 中央線、南武線、青梅線「立川駅」徒歩１８分、

多摩都市モノレール「立川北駅」より徒歩で１８分の場所に位置する。 

   中等教育学校とは道路を隔てて隣接している 

（３）近隣一帯の状況は住宅街であり、低中層建築が混在している。UR都市機

構のマンションが敷地に隣接している。 

 

３ 施設の基本計画 

（１）施設整備方針 

都立小中高一貫教育校への改編に伴う施設整備については、中等教育学

校については現行の都立立川国際中等教育学校を利用することを基本と

し、附属小学校については、隣接する曙グラウンドに校舎等を新設する。 

    都立小中高一貫教育校の特色である、異学年での交流活動を展開するに

当たり必要な、活動スペース等の設置や教育課程展開上必要となる講義室

の設置等、学習環境の改善のための施設の整備を行う必要がある。 

（２）主な施設・設備の整備内容 

  ① 活動スペースの整備 

     異学年での交流活動や学校間の交流活動の拠点となる活動スペースを

整備する。 

  ② 講義室の整備 

    生徒の習熟の程度に応じた少人数授業による補充的な学習や発展的な

学習を積極的に展開したり、特色ある選択教科・科目を設置するため、

講義室を整備する  
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今後の日程 

 

 

 検討内容（予定） 備 考 

第１回 ・ 設置の基本的枠組 
平成 28 年 

５月 10 日（火） 

第２回 

・ 教育理念 

・ 生徒の将来の姿 

・ 教育方針 

・ 教育課程の特色 

 ６月 21 日（火） 

第３回 

・ 施設の概要 

・ 入学者決定（通学時間等含む） 

・ 外国人児童・生徒の受入れ 

・ 編入学等 

 ７月 29 日（金） 

第４回 ・ 教育課程（特色ある教育活動）  ９月 20 日（火） 

第５回 
・ 教職員の体制 

・ 報告書（案） 
 11 月 

第６回 ・ 報告書（案） 
平成 29 年 

１月 
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